
Bizup  Network Fax News 

NEWSWAVE 
新 し い 時 代 を 切 り 拓 く 実 践 経 営 情 報 紙  

第 705 号 2020年07月13日（月） 

著  者  日本ビズアップ株式会社  

発  行  税理士法人森田会計事務所  
〒630-8247 

奈良市油阪町456番地 第二森田ビル 4F 

TEL(0742)22-3578 FAX(0742)27-1681 
 
 

 

 
 

 

               

ニューノーマルの時代に注目されるOODAループ 
どんな状況でも迅速・適切な意思決定を促す思考
法 

 

新型コロナ禍で急速に使われるようになった

「ニューノーマルの時代」という言葉は、これ

まで重要視されてきた「PDCAサイクル」という

手法に疑問符を突きつけている。このPDCAサイ

クルは、とかく最初のPlan（計画）が重要で、

ここで躓くと軌道修正が困難になる。そこで注

目されているのが「OODA（ウーダ）ループ」。

Observe（観察）、Orient（仮説構築）、Decide

（意思決定）、Act（実行）の4つを回していく

手法で、米国の戦闘機パイロットだったジョ

ン・ボイド氏が提唱。小さな判断の誤りが命取

りになる戦場で、自身が積み上げた意思決定の

ノウハウをフレームワーク化したものだ。まさ

に「ニューノーマルの時代」に適しているわけ

だが、導入時には意思決定のためのデータ収

集・解析が別途必要。テレワークが働き方のひ

とつとなっている今、各従業員が持つ問題意識、

その解決のためのアイデアを吸い上げたうえで

意思決定をしないと、組織の持続可能性も低く

なりかねないからだ。 

実は、こうした社会課題を敏感に捉えた意思

決定サービス「WE.CAPTURE」が登場した。従業

員の意見を解析、自動でマッピング・スコアリ

ングし、重要度の高い課題と対応策を定量的に

抽出できる仕組み。注目すべきは「意思決定を

テクノロジーの力で支援するサービス」を、広

告最大手の電通が手がけていることだ。予測が

つかない不安定な状態がしばらく続くからこ

そ、企業における意思決定の重要度は今以上に

高くなる。「WE.CAPTURE」の登場はそのことを

示唆しているように思えてならない。 

 

19年分所得税等の確定申告状況 
納税額は５年ぶり減少の3.2兆円 

 

2019年分所得税等の確定申告は、新型コロナの

影響から申告・納付期限を４月16日まで延長した

が、国税庁が公表したその確定申告状況による

と、所得税の確定申告書を提出した人は、前年を

▲0.8％下回る2204万１千人となり、５年ぶりに

減少した。申告納税額がある人（納税人員）は▲

1.3％減の630万人となり、２年連続の減少。納税

人員の減少に伴い、その所得金額も▲1.2％下回

る41兆6140億円となり、５年ぶりに減少した。申

告納税額も、前年を▲2.0％下回る３兆2176億円

と、５年ぶりの減少。 

申告納税額は、ピークの1990年分（６兆6023億

円）の半分程度（48.7％）に過ぎない。 

還付申告者数は、前年分から▲0.2％減の1302

万５千人と、４年ぶりに減少したが、申告者全体

の約59％を占めている。 

一方、贈与税の申告状況をみると、贈与税の

申告書を提出した人員は48万８千人で前年分比

▲1.2％減、うち納税人員は35万５千人で▲

1.4％減少し、その申告納税額も2500億円で▲

10.3％減少した。贈与税の申告書提出人員のう

ち、暦年課税を適用した申告者は▲1.1％減の44

万６千人、うち納税額がある人は▲1.4％減の35

万２千人、その納税額は▲13.2％減の2173億円。

また、相続時精算課税制度に係る申告者は前年

分に比べ▲1.4％減の４万２千人と減少したが、

うち納税額があった人は2.1％増の３千人、申告

納税額は15.1％増の327億円と増加した。 

 


